
日本台湾交流協会
日本産農林水産物・食品輸出支援プラットフォーム

輸出支援プラットフォームの活動実績
（2023年～2024年）



活動実績① 支援体制の構築と情報発信の強化（１）
●輸出に関するレポートの作成
2023年度、台湾における市場動向や規制、トレンド等の情報をまとめた「全体版レポート」及び
品目別レポートとして「水産物レポート」を作成し、交流協会ＨＰの輸出支援プラットフォームページで公開済。
2024年度、調味料、野菜、酒類の作成、間もなく公開予定。
その他、プラットフォームで実施したイベントのアンケート結果を掲載。
（フルーツ夏祭り（2023、2024年度作成）、台中での日本産食品フェア（2023年度作成））
（リンク） https://www.koryu.or.jp/business/platform/

全体レポート（2023年度）

フルーツ夏祭りの
アンケート結果レポート（2024年度）

水産物レポート（2023年度） 1



活動実績① 支援体制の構築と情報発信の強化（２）
●IEATウェブサイトにおける日本産品情報の掲載
台湾最大の輸出入事業者団体IEATのウェブサイトでの
日本産品の情報提供を実施。累計約200件を登録。
https://www.ieatpe.org.tw/trade/board.aspx?utm_campaign=header
今後、掲載品目の増加、バイヤーへの情報発信強化を実施。

●台湾バイヤーの発掘調査、人脈の拡大
2024年度、地方都市含む台湾全域における食品バイヤーを発掘、
リスト化する調査事業を実施。
2024年末時点、PFで繋がりのあるバイヤーは700件超。
プラットフォームからの情報発信や情報収集活動の基礎として活用を実施。

●SNSでの情報発信
協会Facebook（フォロワー21万人）での日本産品の魅力や
ＰＲイベントの情報発信を実施。

●海外コーディネーター事業
海外コーディネーターによるレポート作成、ブリーフィング等の支援を実施。
https://www.jetro.go.jp/services/coordinator/

IEATウェブサイト
商品掲載ページ
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活動実績② 新たな商流の開拓（１）
●FOOD TAIPEIにおける商流拡大支援
JETRO本部と連携し、FOOD TAIPEIにジャパンパビリオン出展。
2023年度は57、2024年度は64の事業者が出展（団体含む） 。
開催前にコーディネーターによる出展者向けの説明会を実施するとともに、
開催中はブースの巡回、商談のサポートを実施。
2024年度、日本産食品の出展ブース（計108件）のリーフレットを作成し、
バイヤー向けに配布し、来場促進に繋げた。

●「日本酒の日」と連携した酒類PRイベントの実施
2024年10月、日本酒造組合中央会と連携し、
高雄で酒類商談会を実施。
日本産酒類の代理店や酒蔵等、10件が出展。
また、台湾中南部のバイヤー24名を招聘し、事前マッチングを実施。
出展者からは、「他イベントと異なり時間をかけやり取り出来た」
「早速次に繋がりそうな話が複数件得られ、手応えがあった」等の声、
バイヤーからは、「南部の市場でのイベントは珍しく、可能性がある」
「バリエーションが多かった」「今後も同様のイベントに期待」等の
声が聞かれた。

リーフレット

日本酒商談会＠高雄の様子

ジャパンパビリオン
（2024年度）
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活動実績② 新たな商流の開拓（２）
●サンプルショールームの展開
JETRO本部と連携し、日本産食品のサンプルショールームをオープン。
2024度は24年11月8日より、台北にオープン。約80社、160件の商品を展示。

●IEAT酒類展示会への出展
2023年よりIEAT主催の酒類展示会で交流協会ブースを出展。
日本産酒類の出展ブースと連携し、展示品をまとめたカードや
リーフレットを配布し、オールジャパンでの日本産酒類PRを実施。

●調理師協会と連携した日本産水産物のPRの実施
2024年3月、台湾国際若手調理師協会（TJCA）と連携し、
料理人及び調理師学校生徒を対象とした日本産水産物のセミナー及び
料理人・バイヤー向けの日本産水産物展示商談会、レストランフェアを実施。

●台湾でのオールジャパン食品商談会の実施
2025年3月、計15社が出展する日本産食品商談会を台北市で開催。
当日は53件のバイヤーが来場し、合計180件以上の商談を実施。
出展者から、「想定以上の成果が得られた」「幅広い商流の人と交流できた」との声があった。
見込み含む成約額は約2,500万円（2025年4月10日時点）

サンプルショールーム開幕式
（2024年度）

オールジャパン商談会
（2024年度）
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活動実績③ 台湾消費者への販売促進、プロモーション（１）
●フルーツPRイベントの実施
フルーツＰＲイベント「日台フルーツ夏祭り」を開催し、
品目団体及び都道府県と連携し
オールジャパンでの日本産フルーツのPRを実施。
昨年度は台北で開催し、2日間で9,000人近くが来場。
蔡英文総統（当時）もブース来訪。
今年度は、高雄市の流行音楽中心 海風廣場で開催。
102件のブースが出展。高雄市政府の発表によると10万人以上が来場。
高雄市⾧、台湾農業部⾧、当協会片山代表らが開幕式に出席。
「想定以上の売上が得られた」「高雄における自社ブランドのPRにつながった」
「B to Bの側面での成果も得られた」との声があった。

●日本産食材サポーター店でのプロモーションイベント
JETROが認定する「海外における日本産食材サポーター店」において、
日本産食品（青果物や牛肉、加工食品等）を対象としたプロモーションを実施。
昨年度は小売店で2件のプロモーションイベントを実施しており、
今年度についても2件実施予定。

フルーツ夏祭り（2024年）の様子

日本産フルーツフェアを実施
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活動実績③ 台湾消費者への販売促進、プロモーション（２）
●台中での日本産農林水産物・食品プロモーションイベントの開催
24年3月、台中市の商業施設で日本産食品のプロモーションイベントを開催。
2日間で延べ12ブースが出展し、概算2万人以上が来場。

●すし展と連携した地方都市での水産物PRの実施
国際交流基金がすし文化の紹介のため、新竹市及び台南市で開催する
「すし展」において、JFOODO、品目団体等の協力を得ながら
日本産水産物に関するPR展示を追加。
また、台湾若手調理師協会（TJCA）と連携し、すし展の会場付近でのレストラン
（各都市15店舗程度）において、日本産水産品のフェアを実施。

●JFOODOプロモーション事業
JFOODOでは、水産物、青果物を対象品目とし、台湾消費者へのPRを実施。
水産物については、2023、2024年度ともホタテ・ブリ(ハマチ)・タイの
3品目を対象に、台湾の外食店でのフェアを実施。
青果物については、2023、2024年度ともフルーツ夏祭りに出展。
2024年度は、ハローキティと連携した消費者訴求も実施。
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活動実績④ 相談対応等

●規制相談対応 （随時）
交流協会ＨＰの輸出支援ＰＦページに窓口を設置済。
メールアドレス: taiwan-pf-k1@tp.koryu.or.jp
HPリンク https://www.koryu.or.jp/business/platform/

事業者の皆さまから寄せられる通関トラブルやご相談について、台湾の当局に対して規制内容の確認、
改善を要望。
また、規制の改正等があった場合は随時メールやHPにおいて発信を実施。

また、放射性物質に係る食品輸入規制の撤廃や牛肉の月齢撤廃などの早期実現に向けて、
あらゆるレベルで台湾当局に働きかけ。

●職員によるブリーフィング対応 （随時）
台湾への輸出に取り組む事業者向けのブリーフィングを実施。

●「農林水産物・食品の模倣品等対策相談窓口」の設置
日本の農林水産物・食品の模倣品について、模倣品に関する専門家への相談事業のご案内、
模倣品等に関する疑義情報提供を受付。
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２．いちごの残留農薬基準値の見直し（緩和）
 日台の残留農薬基準値の整合を図るため、日本政府は科学データとともに残留農薬基準値の見直し

を要請。
 2022年及び2023年冬、台湾向けいちごについて基準値超過事例が多発し、日本産いちごの安全性

への疑念や基準値見直しに批判的な世論が高まったものの、台湾当局への働きかけにより、2024年３
月に基準値を見直し（緩和）。これにより、基準値超過による廃棄、シップバックのリスクは大きく低減。

 一方、他の青果物についても残留農薬基準値の超過事例が発生していることから、いちごを含む青果
物全体で引き続き、基準値の遵守を注意喚起。

１．放射性物質に係る食品輸入規制の緩和
 当協会や工商会からの働きかけの結果、2024年９月、これまで輸入停止となっていた5県
（福島県、茨城県、栃木県、群馬県及び千葉県）の野生鳥獣肉、きのこ類、コシアブラに
ついて輸入停止を解除。また、5県以外の放射性物質検査報告書の添付義務を撤廃。

 引き続き、規制の全廃に向けて台湾当局への働きかけを実施。

活動実績⑤ 輸出環境の整備に関する対応（１）
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活動実績⑤ 輸出環境の整備に関する対応（２）

４．日本産乳・乳製品の輸出検疫証明書に関する協議
 2024年11月、日本でのランピースキン病の発生を受け、日本産乳・乳製品の輸出検疫証明書の内容修

正が必要となった。
 台湾当局への迅速な通報及び日本産乳・乳製品の高い衛生管理の状況を説明し、発生から５日で修正

内容に合意が得られ、輸出再開が認められた。

【修正前】

【修正後】

３．「豚脂」の原産国表示の運用修正
 台湾では、豚肉及び豚肉製品（加工食品原料含む）に対し

て、原産国表示を義務付け。
 事業者から差別的な扱いを受けている旨の相談を受け、事実関

係を確認したところ、日本産豚脂のみ都道府県までの表示を求
める運用となっていた。

 当該運用の撤廃を要求し、2024年4月、台湾当局は原産国
までの表示に運用を修正。

 調味料類（カレールーやラーメンスープ等）の輸出への悪影響
を防止。
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